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経済対策における財政投融資の活用
国土強靱化など安全・安心の確保と生産性向上

１．高速道路の整備加速
〇 高速道路の４車線化は、災害発生時の道路
ネットワークの確保に効果大。
⇒ 現下の低金利状況を活かし、安全・安心の
確保の観点から優先度が高い区間について、
財政融資を活用して整備を加速。

２．都市再開発の加速
（防災まちづくり等）

〇 地方都市等における民間の都市再開発を促進。
〇 特に、土地区画整理による道路拡幅など、防災機
能の強化にも資する都市再生を重点的に推進。

３．コロナ感染症に対応した空港整備等

〇 国際的な人の往来再開や訪日外国人旅行者6,000万人
も見据えて、低金利を活かし、コロナ対策の観点を取
り入れたターミナルの刷新や滑走路の増設等を加速。

２．地方都市等での新しい働き方の支援

〇 地方都市等において、サテライトオフィス等、ポスト／ウィズコロナ時代の
新たなニーズにも配慮した都市再開発を加速。

１．デジタル社会の実現等に向けた投資加速

ポストコロナの経済構造への転換

道路拡幅等を通じた、災害時避難経路の確保（例）

国内線エリア移転

国際線エリア一体化・拡大

Before

After

［関西国際空港（第１ターミナルの刷新）］

○国際線出発エリア面積＋60％
○保安検査場 4,500⇒6,000人／時

○国際線取扱能力 1,200⇒3,000万人／年

上記の他、大学ファンドの創設【４兆円程度(※1)】や医療機関等への支援【１兆4,000億円程度(※2)】、鉄道・電力セクターの強靱化を支援【2,500億円程度
（うち２年度３次補正追加：1,500億円程度）】
（※1: 科学技術振興機構３年度要求４兆円の内数、※2: 福祉医療機構３年度要求１兆6,898億円の内数）

感染症リスクを低減しつつ、取扱能力を大幅増

地方都市の駅周辺での
サテライトオフィス整備（例）

デジタル改革

デジタル社会の基盤となる
「デジタル・インフラ」の整備

（５Ｇ通信網やデータセンター等）

○ 財政投融資を活用した支援を行い、民間金融機関の資金も
巻き込み、デジタル化投資を推進。

○ 事業再構築の支援（リスクマネーとの組み合わせ、アドバ
イザリーの提供等）と一体で、既存産業のＤＸを支援。

事業者の
「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）」の支援
（ビッグデータ活用、ロボット等）

１

２

グリーン投資

○ エネルギー転換や次世代技術の開発への民間ビジネスの加速には、リスクを取った果断な投資が不可欠。
⇒  ＤＢＪに「グリーン投資促進ファンド」を創設し、リスクマネー（出資等）を供給。

【１兆円程度】
（うち２年度３次補正追加：５，０００億円程度）

【２，１００億円程度の内数】
（うち２年度３次補正追加：１，６００億円程度の内数）

【５，９００億円程度】
（うち２年度３次補正追加：３，７００億円程度）

【２，１００億円程度の内数】
（うち２年度３次補正追加：１，６００億円程度の内数)

２年度３次補正追加：２，５００億円程度

財政投融資：７．７兆円程度
（うち２年度３次補正追加分：１．４兆円）

ネットワーク代替性確保の観点 時間信頼性の確保の観点 事故防止の観点

高知道（新宮IC～大豊IC） 常磐道（いわき四倉～広野）

道央道（八雲～国縫）

【４車線化による被災時の早期交通確保の例】
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○平成３０年度より、道路機構に対して財政融資資金を活用し、生産性向上や防災・減災対策のための高速道路ネット
ワークの整備を加速。

○道路機構に対して引き続き財政融資資金を活用し、高速道路ネットワークの整備を加速。
【財政投融資 １兆円程度】

【２年度３次補正追加： 財政融資 ５，０００億円、 ３年度要求： ６，２００億円の内数】

（独）日本高速道路保有・債務返済機構

（独）日本高速
道路保有・

債務返済機構

高速道路
株式会社

管 理

料金徴収

建 設

更 新

財投
機関債

政府
保証債

貸付料の
支払

債務の
引受

(

債
務
の
借
換
）

債 務 返 済

高速道路の
保有

財政融資
資金

■事業スキーム

資金の借入

資産の
帰属

資産の
貸付 【４車線化による被災時の早期交通確保の例】

安全性・信頼性等の向上のための暫定２車線の４車線化 （防災・減災対策等）

○「高速道路における安全・安心基本計画」を踏まえ、防災・減
災対策も含めたネットワーク代替性確保、時間信頼性の確
保、事故防止の３つの観点から選定した優先整備区間の中
から４車線化を実施。

ネットワーク代替性確保の観点 時間信頼性の確保の観点 事故防止の観点

高知道（新宮IC～大豊IC）

常磐道（いわき四倉～広野） 道央道（八雲～国縫）
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（株）日本政策投資銀行

○ 国民生活・経済の共通インフラとなる５Ｇ通信網整備加速のためのアンテナ基地局整備等や、社会全体のDX推進の
ためのAI・ロボット等の開発・導入を支援。

〇 地方都市におけるサテライトオフィスの整備等、ポスト／ウィズコロナ時代の新たなニーズに対応した都市再開発等を
加速。

○ グリーン社会実現に向けた取組として、日本政策投資銀行に「グリーン投資促進ファンド」を創設。
【財政投融資 ８，０００億円程度】

【２年度３次補正追加：財政融資 ６，０００億円 産業投資 ２００億円、 ３年度要求： ９，０００億円の内数】

○グリーン社会の実現

国
（産業投資）

特定投資業務ＤＢＪ

グリーン投資促進ファンド
自己勘定

民間金融機関
事業者

対象

呼
び
水
効
果
等

グリーン社会の実現に向けて、洋上風
力発電等の再生可能エネルギー事業や
低燃費技術の活用等により、資源や環
境の持続可能性を考慮した事業等への
支援を想定。

デジタル社会の基盤となる
「デジタル・インフラ」の整備

（５Ｇ通信網やデータセンター等）

○ 財政投融資を活用した支援を行い、民間金
融機関の資金も巻き込み、デジタル化投資を
推進。

○ 事業再構築の支援（リスクマネーとの組み
合わせ、アドバイザリーの提供等）と一体
で、既存産業のＤＸを支援。事業者の

「ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）」の支援
（ビッグデータ活用、ロボット等）

１

２

○デジタル社会の実現等に向けた取組支援
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○ポストコロナを見据えた新しい都市開発を加速。地方都市等において、防災機能の強化にも資する都市再生や、新しい
働き方を踏まえた多様なオフィス需要にも配慮した地域活性化を目指す。

（独）都市再生機構 【２年度３次補正追加： 財政融資 ５８１億円】
（一財）民間都市開発推進機構 【２年度３次補正追加： 政府保証 ２０億円】

（独）都市再生機構、（一財）民間都市開発推進機構

○地方都市等における民間の都市再開発を促進。

○防災まちづくりとして、災害時避難経路の確保等の防災機能強化にも資する都市再生を推進。また、ポストコロナを見

据え、サテライトオフィス等の多様なオフィス需要にも配慮した民間の拠点形成の促進等、地域活性化を目指す。

＜多様なオフィス需要＞

サテライトオフィス（イメージ）

＜防災まちづくりのイメージ＞

非常用発電機

防災備蓄倉庫
道路拡幅等を通じた、災害時避難経路の確保

都市再開発等の加速
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○国際的な人の往来再開や訪日外国人旅行者6,000万人の実現に向けた取組を着実に実施するため、コロナ対策の観
点も踏まえつつ、空港インフラ整備を実施。

新関西国際空港（株） 【２年度３次補正追加： 財政融資 ２，０００億円】
自動車安全特別会計（空港整備勘定） 【２年度３次補正追加： 財政融資 ５４０億円】

新関西国際空港（株）、自動車安全特別会計（空港整備勘定）

○2025年大阪・関西万博に向け、老朽化した関西国際空港第1ターミ

ナルを関西エアポート（株）にて刷新。

○財政投融資を活用した支援により、事業費の一部を負担する新関

西国際空港（株）を通じ、空港機能強化の取組を推進。

＜関西国際空港第1ターミナル＞

国内線エリア移転

国際線エリア一体化・拡大

Before

After

国際線取扱能力
1,200⇒3,000万人/年
国際線出発エリア面積
＋60％
保安検査場
4,500⇒6,000人/時

○羽田空港、新千歳空港、福岡空港、那覇空港

において、滑走路の増設やターミナル地域の機

能強化等を推進。

２７００ｍ×６０
ｍ １

３
１
０
ｍ

増設滑走路2,500m

現滑走路2,800m

国内線ターミナル

国際線ターミナル

福岡空港
滑走路増設事業

サーモグラフィーによる体温測定床面マーキングによる一定間隔の確保
（チェックインカウンター）

コロナ感染症に対応した空港整備等

提供：関西エアポート（株）
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（国研）科学技術振興機構

○ 10兆円規模の大学ファンドを創設し、その運用益を活用することにより、世界に比肩するレベルの研究開発を行う
大学の共用施設やデータ連携基盤の整備、博士課程学生などの若手人材育成等を推進することで、我が国のイノ
ベーション・エコシステムを構築する。

【３年度要求：４兆円の内数】

■事業スキーム ■イノベーション・エコシステム（イメージ）

出典：内閣府 政策統括官（科学技術・イノベーション担当）

政府

科学技術振興機構（大学ファンド）

大学等

運用益

若手人材

ヒト 研究インフラ
（データ等）

世界レベルの研究基盤の構築

資金

グローバル研究拠点
スタートアップ創設基盤

大学

イノベーション創出

成果・人材

新たな融合領域の創生

English

国内外の著名な研究者が結集
国内・海外から優秀な学生が集まる

多様性に富んだキャンパス
事務・教育の多言語化

日本語

海外大学

研究機関

国内大学（国公私立）

多様な
研究者
の参加

企業
資金・人材

人材と資金のエコシステム

最先端研究

「共創の場」
の形成

大学・企業等
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＜新型コロナウイルス対応支援資金＞

○ 新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した医療・福
祉事業者に対し無利子・無担保等の優遇融資により資金繰りを支援。

198 

1,941 

2,362 

2,795 

1,682 
1,514 

1,348 

898 
492 

4,163 

4,403 
4,374 

2,933 
2,491 

2,200 

1,695 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

（速報値）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

新型コロナウイルス対応支援資金実績（令和２年度）

融資決定金額 融資決定件数

（億円） （件数）

（独）福祉医療機構

○ 医療機関等の経営が引き続き厳しいことから、新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した医療・福祉
事業者への資金繰り支援を当面継続する。

【３年度要求： １兆６，８９８億円の内数】

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた医療・福祉
事業者

財政融資

福祉医療機構政府

融資

優遇融資
※（ ）内は一定額以上の減収が生じている施設の場合

融資率 100％

貸付限度額

病院7.2（10）億円、老健・介護医療院１億円、診療所4,000
（5,000）万円、それ以外の施設4,000万円
又は｢当該医療機関等の前年同月からの減収の12か月
分｣の高い方

無担保枠

〔コロナ対応を行う医療機関〕
｢病院３（６）億円、診療所4,000（5,000）万円｣又は｢当該医
療機関の前年同月からの減収の６か月分｣の高い方

など

貸付利率

〔コロナ対応を行う医療機関〕
当初５年間：｢病院１（２）億円、診療所4,000（5,000）万円｣

又は｢当該医療機関の前年同月からの減収
の２か月分｣の高い方まで無利子、超過金
額部分は0.200％

６年目以降：0.200％
など

償還期間 15年以内

据置期間 ５年以内

【参考】新型コロナウイルス対応支援資金（医療貸付）
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